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 わが国の公共施設は、高度経済成長期に集中的な整備が行われ、それらの多くが老朽化し、更新

時期を迎えています。しかしながら、国の財政赤字は 1,000 兆円を超える状況であり、少子高齢

化の進展に伴う社会保障費は確実に増加を続けるという厳しい財政状況の中、全ての公共施設を維

持していくのは困難な状況にあります。平成 26 年には「公共施設等総合管理計画の策定要請」が

総務大臣より通知され、全国の自治体において、保有する公共施設等の維持、更新をどのように進

めていくのか検討が進められています。 

 日田市は平成 17 年に 1 市 2 町 3 村が合併し、現在の姿となりました。日田市が保有する公

共施設（ハコモノ）の多くは、合併前に各自治体が整備を進めてきたものであり、機能の類似した

ものが多く、一人当たりの公共施設（ハコモノ）面積は全国平均から比べても過大な傾向にありま

す。さらに、全国の自治体と同様に老朽化が進行しており、今後、公共施設（ハコモノ）の維持、

更新に要する経費の増加が予測されるところです。 

しかしながら、公共施設（ハコモノ）は市民の様々な活動の場として、道路、橋梁等のインフラ

施設は市民生活に欠かせないものとして、これらを適切に維持していかなくてはなりません。 

そのためには、市民の皆様と情報を共有し、長期的な視点に立って公共施設等のあり方を検討し

ていくことが必要です。 

公共施設白書は、公共施設（ハコモノ）、インフラ施設の現状、人口、地形などの市政概要など

から分析を行っていますが、この概要版では、これらのうちの主な内容を記載しています。 

日田市公共施設等総合管理計画（施設データ編） 

「日田市公共施設白書」 

（概 要 版） 
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Ⅰ．日田市の概要                                      

１．市の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人口 
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 Ｈ22 Ｈ23 H24 H25

旧日田市 天瀬町 大山町 前津江町

中津江村 上津江町 日帰り客 宿泊客

6,980,063
6,829,179

7,125,485

6,602,458

6,304,871

5,827,954 5,800,387

5,098,617

4,720,218

4,419,323

4,725,771

（人） （人）

9,850 9,685 9,567 9,360 9,221

41,958 42,156 41,880 41,321 40,602

20,325 20,296 20,217 20,389 20,722

26.4% 26.6% 26.6%
27.2%

28.1%28.2% 28.1% 28.2% 28.7%
29.4%

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%
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32.0%
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80,000
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0～14歳 15～64歳 65歳以上

高齢化率(大分県) 高齢化率(日田市)

（人）（人）（人）（人）

72,13772,13772,13772,137 71,66471,66471,66471,664
71,07071,07071,07071,070

72,13372,13372,13372,133

70,54570,54570,54570,545

日田市は広大な面積を有し、自然や歴史などの観光資源が多いまちです。 

●市町村合併により、市域は県内 2 位の 666.03ｋ㎡という広大な面積を有するまちとなりました。 

●盆地という地形柄、年間降水量は多い年では 2,700ｍｍを超え、県内でも雨の多い地域です。そのため、集

中豪雨による低地の浸水や氾濫、土石流による被害が多くなっています。 

●自然資源から歴史伝統資源まで多様な観光資源を有しています。観光入込客数は平成 17 年の約 713 万人を

ピークに減少傾向にあります。 

●公共施設等は、防災や観光の面からも、日田市にとって重要な役割を果たしています。こうした地域的な特性

は、今後の公共施設等のあり方を考える上で重要な要素となります。 

資料：日田市観光課データ 

日田市の人口は減少傾向が続いており、少子高齢化がさらに進行すると見込まれます。 

●人口は減少傾向で、平成 22 年以降の 3 年間で 1,592 人（2.2％）減少しています。 

●年少人口・生産年齢人口が減少する一方で、老年人口は平成 21 年の 20,325 人から平成 25 年の 20,722

人と 397 人増加しています。 

●人口減少は今後も続き、平成 50 年には約 5 万 3 千人になることが見込まれます。 

●老年人口は、平成 50 年には 21,621 人へと増加する一方、生産年齢人口、年少人口は減少を続けることから、

少子高齢化がさらに進行することが見込まれます。 

資料：コーホート要因法による推計 

《人口の推移》 

8,593 7,939 7,147 6,436 5,883

36,314
33,095

30,439 28,157 25,654

22,646
23,131

22,987
22,308

21,621

0
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40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

Ｈ30 Ｈ35 Ｈ40 Ｈ45 Ｈ50
0-14歳 15-64歳 65歳-

67,533

64,165

60,573

56,901

53,158

（人）

《将来推計人口の推移》 

資料：住民基本台帳 

《位置》 《観光入込客数の推移》 

資料：平成 26 年版市勢情報 
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３．財政 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,906 7,820 7,807 7,605 7,682

346 312 320 317 327
933 1,022 1,130 1,144 1,152

501 275 253 741 510
3,320 2,805 2,678 2,577 2,243

455 440 432 397 383

13,424 13,823 13,813 14,513 13,967

9,899
8,276 7,828

8,449 10,336

4,203
4,967

4,353
4,670

5,929

1,011 1,004
937

862

860
41,998

40,744 39,551
41,275

43,389

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

市税 分担金及び負担金 使用料及び手数料

繰入金 自主財源その他 地方譲与税

地方交付税 国県支出金 地方債

依存財源その他

（百万円）

6,344 6,050 6,054 6,197 5,497

5,556 6,404 6,831 6,898 6,917

5,991 5,153 5,251 5,274 5,973

4,814 5,335 5,455 5,340 5,008
254 281 296 304 290

3,795 2,368 2,344 2,601
5,046173

607 38 148

539
1,092 1,290 1,273 1,086

8693,642 3,622 3,748 3,984

3,922

8,644
7,952 6,588

8,518

8,136

40,305
39,062

37,878
40,351

42,197

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

人件費 扶助費 公債費

物件費 維持補修費 補助費等

積立金 投資・出資金・貸付金 繰出金

投資的経費

（百万円）

8,455

7,866

6,416 6,697

5,341

4,140 4,134

3,594

2,502
2,276

0
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

普通建設事業費 うち単独事業 普通建設事業費増減率 単独事業費増減率

（百万円）

市税収入等の自主財源は減少し、高齢化に伴って扶助費の歳出額は高い水準で推移する 

ことが見込まれています。 

●普通会計における歳入額は、平成 25 年度が約 434 億円で、過去 5 年間で最大となっています。 

●一方で市税収入等の自主財源は減少傾向であり、依存財源の増加が歳入を支えています。 

●歳出は義務的経費の割合が最も大きく、平成 25 年度は約 184 億円と 43.5％を占めています。 

●義務的経費の内訳は、扶助費が最も大きく約 69 億円となっています。扶助費は高齢者の増加に伴って、今後

も高い水準で推移することが予測されます。 

公共施設等の整備に充てられる、普通建設事業費は減少傾向にあります。 

●公共施設等の整備に充てられる普通建設事業費に占める単独事業費の割合が減少を続けています。平成 21 年

度には約 41 億円あった単独事業費が平成 25 年度には約 23 億円まで減少しています。 

●これまでの公共施設等の整備は国や県の補助金や市町村合併に伴う合併特例債などを活用して行ってきまし

た。依存財源の歳入に占める割合の高い日田市においては、今後、市の財政のみで公共施設等の整備を行うこ

とは厳しい状況になると予測されます。 

資料：日田市地方財政状況調査表 

《歳入額の推移》 《歳出額の推移》 

資料：日田市地方財政状況調査表 

《普通建設事業費の推移》 

資料：財政状況資料集、日田市地方財政状況調査表 

投資的 

経費 

義務的 

経費 

その他 

経費 

自主 

財源 
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Ⅱ．公共施設の状況と分析                                      

１．築年別の整備状況 
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市民文化系施設 社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 観光・産業系施設

学校教育系施設 子育て支援施設 保健・福祉施設 医療施設

行政系施設 公営住宅 公園 供給処理施設

下水道施設 その他 倉庫等 累計

（千㎡）

累計延床

面積

（千㎡）

築10年未満

14.4％

築10～19年

24.0％

築20～29年

28.5％

築30～39年

23.1％

築40～49年

6.6％

築50年以上 2.4％

不明 1.0％

旧耐震基準の施設24.8％ 新耐震基準の施設75.2％

学校教育系施設（学校）

の整備のピーク

日田市総合体育館

清掃センター

鯛生スポーツセンター

等の整備

規模の大きい

本庁舎の整備

規模の大きい日田市民

文化会館の整備

総延床面積は 45 万㎡を超え、学校教育系施設や公営住宅が多くなっています。 

●公共施設の総延床面積は 45 万㎡を超えており、人口 1 人あたり 6.43 ㎡となっています。 

●全体の 33.7％を学校教育系施設、18.9％を公営住宅が占めています。また、九州内他都市と比較して、観光・

産業系施設の占める割合が高いのも日田市の特徴です。 

●築 30 年以上の公共施設は 32.1％であり、倉庫等、学校教育系施設、公営住宅で老朽化した施設が多くなっ

ています。 

●今後 10 年間で全体の約 6 割が築 30 年を超えることから老朽化施設の増加やそれに伴う修繕費用の増加が懸

念されます。 

市民文化系施設

8.1%

社会教育系施設

1.2%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

系施設

6.7%

観光・産業系施設

7.8%

学校教育系施設

33.7%

子育て支援施設

1.5%

保健・福祉施設

3.7%

医療施設

0.2%

行政系施設

6.7%

公営住宅

18.9%

公園

0.7%

供給処理施設

2.1%

下水道施設

2.4%

その他

2.3%

倉庫等

3.9%

《大分類別の延床面積の割合》 《経年別延床面積の割合》 

《建物過去整備量》 

不明

1.0%

築50年以上

2.4%
築40年～49年

6.6%

築30年～39年

23.1%

築20年～29年

28.5%

築10年～19年

24.0%

築10年未満

14.4%
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２．地区別の公共施設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．他都市との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H25年 単位 旧日田市 前津江町 中津江村 上津江町 大山町 天瀬町

福岡

倉庫等

合計

人口 (人) 58,963 1,156 950 947 3,074 5,455 - 70,545

面積 (㎡) 265,492.5 28,438.5 40,123.7 28,080.2 34,725.3 38,511.6 18,508.5 453,880.4

人口一人あたり面積 (㎡) 4.50 24.60 42.24 29.65 11.30 7.06 - 6.43

H25年 単位 咸宜 桂林 日隈 若宮 三芳 高瀬 光岡 朝日 三花 西有田 東有田

人口 (人) 9,396 4,699 4,171 3,586 6,000 4,222 8,607 2,040 4,785 3,104 1,995

面積 (㎡) 58,168.1 21,322.6 18,780.0 12,287.3 22,982.4 14,815.4 39,674.7 15,244.8 18,902.4 8,553.9 10,602.0

人口一人あたり面積 (㎡) 6.19 4.54 4.50 3.43 3.83 3.51 4.61 7.47 3.95 2.76 5.31

H25年 単位 小野 大鶴 夜明 五和 前津江 中津江 上津江 大山 天瀬

福岡

倉庫等

合計

人口 (人) 966 1,621 1,037 2,734 1,156 950 947 3,074 5,455 - 70,545

面積 (㎡) 4,647.5 6,361.8 3,741.9 9,407.9 28,438.5 40,123.7 28,080.2 34,725.3 38,511.6 18,508.5 453,880.4

人口一人あたり面積 (㎡) 4.81 3.92 3.61 3.44 24.60 42.24 29.65 11.30 7.06 - 6.43
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人口１人あたり延床面積は、市内でも地区ごとに大きな差がみられます。 

●旧市町村別の公共施設延床面積は、旧日田市が 26 万㎡を超えて最も多くなっていますが、人口１人あたり延

床面積は旧日田市が最小の 4.50 ㎡となっています。 

●地区別(20 地区)では最大が中津江村地区の 42.24 ㎡、最小が西有田地区の 2.76 ㎡であり、地区ごとに大き

な差がみられます。 

●日田市の人口 1 人あたり延床面積 6.43

㎡は、全国の同規模都市（33 都市）と比

較して第 3 位、九州の類似都市（32 都市）

と比較して第 2 位となっており、他都市

と比べて高い値となっています。 

●県内市（14 市）と比較すると第 6 位です

が、全国平均の 3.65 ㎡を下回っているの

は大分市のみであり、大分県内は公共施設

が過大な傾向にあります。 

●合併市町村は人口 1 人あたり延床面積が

大きくなる傾向にあります。 

●人口 1 人あたり延床面積が大きいという

ことは、公共施設サービスが充実している

と考えることもできますが、一方で、公共

施設の維持管理や建替えに他都市に比べ

て多くの経費がかかるということも示し

ています。 

 

《人口と人口 1 人あたり延床面積の関係（7 万人～8 万人の都市）》 

日田市の公共施設延床面積は全国的に見ても、過大な状況にあります。 

資料：公共施設状況調 

《旧市町村別の人口１人あたり延床面積》 

《日田市及び地区別（20 地区）の人口１人あたり延床面積》 
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Ⅲ．更新投資額の試算による分析・評価                                      

１．将来更新投資額の試算〔公共施設（ハコモノ）〕※下水道は除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．普通建設事業費の将来見通し 
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公共施設（ハコモノ）更新費用

市民文化系施設 社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 観光・産業系施設 学校教育系施設

子育て支援施設 保健・福祉施設 医療施設 行政系施設 公営住宅

公園 供給処理施設 その他 倉庫等 改修費用

更新投資可能額 平均値 累計

（億円）
累計 整備費用（億円）

更新投資額（年間）

約45.0億円

更新投資可能額

約31.1億円

累計更新投資額

約1,801億円

公共施設（ハコモノ）を全て更新するには、年間約 45.0 億円の費用が必要です。 

●今後 40 年間に公共施設の更新（建替えや大規模改修）にかかる費用は約 1,801 億円となります。 

●年間約 45.0 億円の費用が必要であるのに対し、更新投資可能額は約 31.1 億円であり、現在ある公共施設の

約 3 割は今後更新が難しくなると予測されます。 

公共施設等の整備に充てられる普通建設事業費は減少する見込みです。 

●公共施設、インフラ施設の整備に使用される普通建設事業費は減少する見込みです。 

●具体的には、平成 26 年度の約 65 億円から平成 30 年度の約 47 億円までは次第に減少し、平成 26 年度と

平成 32 年度を比較すると約 6 億円減少することが見込まれています。 

資料：日田市財政推計（H26 年度） 

大規模改修費用

の集中 

《普通建設事業費の将来見通し》 

《将来更新投資額の試算（公共施設（ハコモノ））》 
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３．将来更新投資額の試算（インフラ施設含む） 
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道路 橋梁 ハコモノ 更新投資可能額 更新投資額（年間） 累計

（億円）
累計 整備費用（億円）

更新投資額（年間）

約77.8億円

更新投資可能額

約43.4億円

累計更新投資額

約3,113億円

年平均 

約 91.0 億円 

公共施設、インフラ施設を全て更新するには財源が大幅に不足する見込みです。 

●今後 40 年間に公共施設等の更新にかかる費用は約 3,113 億円となります。 

●全ての公共施設、インフラ施設を維持していくには、年間約 77.8 億円の費用が必要と予測され、更新投資可

能額の約 43.4 億円を上回っていることから、将来的に財源が不足することが予測されます。 

●また、今後 10 年間だけでみると、年平均で約 91.0 億円の投資が必要となります。 

《参考》このまま、全ての公共施設、インフラ施設を保有し続けると？ 

●老朽化した公共施設等の改修や建替えの費用が不足します。 

●修繕が必要な場合、その費用が捻出できずに、公共施設等が使用できなくなることも想定されます。 

●結果として市民負担の増加や、行政サービスの質の低下が懸念されます。 

●こうした状況を踏まえて、平成 27 年 2 月に、

市民 2,000 人を対象としたアンケート調査を

実施しました。 

●その結果、公共施設整備のあり方については、

「不要な施設を減らすことで、公共施設にかか

る費用を削減する」という回答が 7 割以上を占

めていました。 

●このことから、市民負担の増加や行政サービス

の質の低下を招いてまで現在の公共施設の量を

維持するよりも、適切な公共施設の量とするべ

きという市民意向が強いことが伺えます。 

《将来更新投資額の試算（インフラ施設含む）》 

《今後の公共施設整備のあり方について》 

現在の量を

維持。利用

料金や市民の

負担が増えて

も仕方ない。

84

11.7%

現在の量を維

持。税金を投

入や他の行政

サービスの廃

止や質の低下

も仕方がない。

38

5.3%

不要な施設を

減らすことで、

公共施設に

かかる費用を

削減する。

524

73.0%

その他

23

3.2%

無回答

49

6.8%

N=718
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Ⅳ．公共施設等に関する課題の整理                                      

 これまで示した市の概況や公共施設の現状、更新投資額の試算などを踏まえ、公共施設

等に関する課題を整理します。 

１．日田市の地形や市街地形成の特徴等と公共施設等のあり方 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人口減少・少子高齢化の進行と公共施設等のあり方 

 

 

 

 

３．厳しい財政状況の中での公共施設等のあり方 

 

 

 

 

４．政策動向等と公共施設等のあり方 

 

 

 

 

 

 

 

●合併を経た現在の日田市は、旧市町村が整備してきた公共施設等を受け継いでいるため、地域間で類似施設が重

複し、それが財政を圧迫する一つの要因になっています。機能が重複する公共施設については、統合も含めた公

共施設のあり方を検討する必要があります。 

●集中豪雨による浸水や土石流の危険性がある地域に関しては、地域条件を考慮に入れた公共施設等の配置やあり

方を検討していく必要があります。 

●日田市は広大な面積を有していることに加えて、山地が多く、市内の公共交通の利便性は高い状況とは言えませ

ん。重複施設の統廃合に際しては、公共交通の充実、地形的な条件も踏まえた利用者の利便性を考慮する必要が

あります。 

●日田市は、多様な観光資源を有しており、それに付随する観光施設に関しても、適正な管理運営のあり方を検討

していく必要があります。 

●人口減少により、市内でこれまで必要とされてきた公共施設等の余剰化や遊休化の進行が予想されるため、十分

に活用されていない公共施設等については、公共施設等の再編ならびに統廃合の検討を進める必要があります。 

●さらに、人口構造の変化により、少子化に伴う幼児・児童施設や学校施設の余剰化や高齢化に伴う高齢福祉施設、

医療施設等の不足も考えられます。このため、利用者ニーズを見極めた公共施設整備の検討が必要となってきま

す。 

●日田市は、これまで合併特例債等の依存財源を有効に活用しながら、公共施設等の整備を進めてきました。しか

し、地方交付税の縮減や投資的経費の減少により、公共施設等の整備にかけられる費用は縮減していくことが見

込まれます。 

●今後は、厳しい財政状況を見据えて、自主財源の拡大に努めるとともに、公共施設等の整備にあたっては、事業

費の削減や費用の平準化を図り、効率的に進めていくことが必要となります。 

●近年、多くの自治体においては、社会保障給付費や将来的な国土基盤ストックの維持管理、更新費用の増加が見

込まれています。また、市町村の土木費が減少しており、公共施設等の維持管理、更新が適切に行なわれない場

合は、機能や安全性の低下が懸念されます。こうした中で、適切な公共施設等の管理・運営を行っていくために

は、効率的な維持管理・更新方策について検討する必要があります。 

●公共施設等の再配置については、単にその機能や量だけではなく、都市全体のコンパクト化など将来都市像を見

据えながら進めていくことが必要です。 

●公共施設等は市民の生活の基盤、地域活性化の拠点といった様々な役割を担っています。市民ニーズの変化や将

来のまちづくりに向けて必要な整備を進めていく際には、公共施設の増大を招かないなど、公共施設等全体を見

据えたマネジメントが必要です。 

●効率的な公共施設等の維持管理や更新を進めていくためには、専門的技術が必要です。厳しい財政状況の中にお

いて、職員数を増加させることは困難であることから、専門的技術を有する職員の育成はもとより、民間ノウハ

ウの活用等、公共施設等をマネジメントするための体制を整えることが必要です。 
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Ⅴ．公共施設等の再配置に向けた取り組みの視点                                      

今後は、以下の視点から、公共施設等の再配置の取り組みに対する議論を深めていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

視点視点視点視点１１１１：公共施設等の総量の圧縮を図る：公共施設等の総量の圧縮を図る：公共施設等の総量の圧縮を図る：公共施設等の総量の圧縮を図る    

●目標年次や達成すべき公共施設等の削減量（数値目標）、その方針を示す再配置計画を策定します。 

●稼働率が低く、機能の重複した施設については、優先順位を明確にした上で統廃合を検討します。 

●各地域の公共施設や公共施設の機能を集約する複合化や多機能化を検討します。 

 

視点２：公共施設の長寿命化と計画的な施設整備を図る視点２：公共施設の長寿命化と計画的な施設整備を図る視点２：公共施設の長寿命化と計画的な施設整備を図る視点２：公共施設の長寿命化と計画的な施設整備を図る        

●市が保有する公共施設については、定期点検の実施や中長期保全計画（長寿命化計画）等を策定し、

これまでの「事後保全」から「予防保全」へ転換し、維持管理費の平準化に努める等、計画的な公共

施設マネジメントを検討します。 

●必要となる公共施設については、耐震化やバリアフリー等の改修を進め、誰もが安心して使える施設

整備を検討します。 

●今後不要となる施設、機能については、積極的に用途転換や跡地利用を検討します。 

視点３：効率的・効果的な施設運営を図る視点３：効率的・効果的な施設運営を図る視点３：効率的・効果的な施設運営を図る視点３：効率的・効果的な施設運営を図る    

●受益者負担の原則という視点から、公共施設の利用実態とコスト負担の状況を検証し、料金設定や減

免制度の見直し、使用料金のバランス等、負担の適正化を検討します。 

●民間事業者のノウハウを活用した施設運営の効率化やサービスの質の向上を検討します。 

視点４：将来を見据えた公共施設の再配置を図る視点４：将来を見据えた公共施設の再配置を図る視点４：将来を見据えた公共施設の再配置を図る視点４：将来を見据えた公共施設の再配置を図る        

●公共施設の用途や利用圏域、都市計画等の将来都市像等を見据えた公共施設の再配置を検討します 

●現地調査等を実施し、まちづくりの視点も考慮した上で、利用状況や地域特性等に配慮した公共施設

の再配置を検討します。 

視点５：視点５：視点５：視点５：公共施設再配置の推進体制の構築を図る公共施設再配置の推進体制の構築を図る公共施設再配置の推進体制の構築を図る公共施設再配置の推進体制の構築を図る        

●本計画の周知に努めるとともに、パブリックコメントの実施や市民・有識者等を加えた検討委員会の

設置等、広く意見を取り入れながら長期的・財政的な視点のもとに再配置を検討します。 

●庁内で情報共有を行い、合意形成を図るプロジェクトチームの構築等、全庁が一丸となり再配置を検

討します。 
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